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信用金庫経営において不可欠な要素となる人的資本経営 
－「人的資本経営コンソーシアム 好事例集」の紹介－ 

 
 

 人的資本経営コンソーシアムは、2022 年８月 25 日、一橋大学ＣＦＯ教育研究センター

長の伊藤邦雄氏（本コンソーシアム会長）をはじめとする計７名を発起人として設立さ

れた。いわゆる、「日本企業の経営者自身が人的資本経営にコミットしていくための土

台として、企業と投資家が集い、人的資本経営の議論を行う場」である。 

 本コンソーシアムは、2023 年 10 月３日に、コンソーシアム内で共有・蓄積されている

人的資本経営の先進事例を日本企業全体に広く発信する目的で、好事例集を公表した。

合計 46 社における人的資本経営の実践と開示の先進的な取組みが掲載されている。 

 地方銀行において人的資本経営での先進的な取組み事例が増え、その開示が進むにつ

れて、信用金庫においても、新卒・中途採用の観点から、今後、人的資本経営の実践は、

事業運営上、欠かせない要素となってくるだろう。 
 

１．人的資本経営コンソーシアムの概要 

 人的資本経営コンソーシアムは、2022 年８月 25 日、一橋大学ＣＦＯ教育研究センター

長の伊藤邦雄氏（本コンソーシアム会長）をはじめとする計７名を発起人として設立され

た。総会の下に、企画委員会、実践分科会および開示分科会が設置され、これらでの活動

を通じて、人的資本経営の実践に関する先進事例の共有、企業間協力に向けた議論、効果

的な情報開示の検討を行っている。いわゆる、「日本企業の経営者自身が人的資本経営に

コミットしていくための土台として、企業と投資家が集い、人的資本経営の議論を行う場
1」である。経済産業省および金融庁がオブザーバー参加し、会員は 549 法人、有識者１名

（2023 年９月 12 日時点）で、そのうち、信用金庫業界からは信金中央金庫と岐阜信用金

庫、地方銀行から 46 グループ・行が参加している2。 

 本コンソーシアムは、2023 年 10 月３日に、コンソーシアム内で共有・蓄積されている人

的資本経営の先進事例を日本企業全体に広く発信する目的で、好事例集を公表した3。好事

例集の冒頭で、伊藤会長は、日本企業は無形資産投資の中核に位置する人材に対する投資

を怠ってきたこと、実質的に「エグジット（出口・退社）」も「ボイス（声・意見）」もな

い構造であったがゆえに閉鎖的で、企業が社員を「人的資源」として管理する仕組みが数

十年もの間続いてきたことを問題視した上で、人的資本経営はパラダイム転換をもたらす

ものと期待している。 

 

                         
1 「人的資本経営コンソーシアム 好事例集」３頁目（好事例集の発行に寄せて）から引用 
2 https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinteki_shihon/pdf/kaiinichiran.pdf を参照 
3 https://hcm-consortium.go.jp/pdf/topic/2023_soukai03_GoodPractice_v3.pdf を参照 
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２．「人的資本経営コンソーシアム 好事例集」の概要 －地方銀行の事例を中心に－ 

 好事例集では、合計 46 社における人的資本経営の実践と開示の先進的な取組みが掲載さ

れている。冒頭で、伊藤会長は、「人的資本経営は実践だけ、あるいは開示だけを行うも

のではなく、両輪で取り組むことが肝要であるという思いを込めている。」とし、「単に

人事施策としての先進性だけではなく、どのような経営戦略に立脚して、なぜここまで踏

み込んで実践と開示を取り組んでいるのかというストーリーに着目して読んでいただきた

い。それこそが「人的資本経営」の核である。」と強調している。 

 好事例集は、「第１部 会員による好事例」と「第２部 企画委員・分科会幹事の所属す

る企業による好事例」の２部構成となっている。以下では、地方銀行における事例として、

第１部で紹介されている（株）コンコルディア・フィナンシャルグループ（横浜銀行、東

日本銀行）（図表１）、（株）山陰合同銀行（図表２）、（株）北國フィナンシャルホール

ディングス（北國銀行）の事例を紹介する（図表３）。 

 （株）コンコルディア・フィナ

ンシャルグループは、ソリュー

ション・カンパニーへの転換に

向けた「人づくり」に取り組み、

人材戦略の基本テーマとして、

「人づくり」、「組織づくり」、

「環境づくり」の３つを掲げて

いる。人材育成では、３段階に設

定したスキルレベルに応じた研

修体制を整備し、半期ごとの社

員のスキルレベル評価を人材配

置や昇進・昇格に紐づける等、成

長実感を得られる育成態勢が整

えられている。また、行内公募に

より、新たな職務への挑戦機会

として「リスキリングチャレン

ジ」制度を導入し、リスキリング

と社員のキャリア希望とを両立

させる取組みを推進している。 

 （株）山陰合同銀行は、事業推

進に向けた社員の自律的成長とリスキリングに取り組んでいる。事業成長に向けて、「コ

ンサルティング」、「デジタル」、「本部人材の専門性の強化」を目指し、必要な人材数を

専門領域ごと（３段階のレベルに区分）、階層ごとに細かに管理するとともに、スキルチ

ェックにより社員の能力や課題の可視化に取り組んでいる。また、法人営業力の強化では、

他の業務から法人営業担当への人材再配置・リスキリングを実施し、営業地域ごとに教育

担当者を配置した上で、法人営業という未経験業務に挑戦する対象者の不安を解消するた

めの各種教育制度を整えている。 

 （株）北國フィナンシャルホールディングスは、社員の自律性に基づく育成とキャリア

（図表１）コンコルディア・フィナンシャルグループの事例 

 
（備考）よりクリアな資料は出所を参照願います。（図表２、３同様） 

（出所）「人的資本経営コンソーシアム 好事例集」19 頁 
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人材の活用によりイノベーションに取り組んでいる。キャリア自律に向けた施策として、

本業以外の業務を社内副業として行う「コラボレーション制度」を導入し、部署間での相

乗効果を図っている。また、キャリア人材を含めた多様な人材の活用では、スキル・役割・

生産性・会社への貢献度をレビューして処遇に反映する仕組みを導入し、退職一時金を賃

金へ振り替える等、年齢や勤続年数によらない評価・処遇への転換を図っている。さらに、

人的資本開示では、「地域のクオリティ向上に貢献できる人材」の育成を軸にした詳細な

取組みを記載している。 

（図表２）山陰合同銀行の事例         （図表３）北國フィナンシャルホールディングスの事例 

  

（出所）「人的資本経営コンソーシアム 好事例集」21 頁、33 頁 

３．信用金庫経営においても不可欠となる人的資本経営の実践 

 本コンソーシアムの第１回企画委員会では、メンバーとともに「コンソーシアムを通じ

て、人的資本経営を日本全体のムーブメントにしていきたい」という新たな決意が示され

た。好事例集の冒頭にあるとおり、人的資本投資による企業価値向上の観点から、賃上げ

や人的資本投資が行われるところへ円滑な労働移動が起こり、人材育成が行われるという

サイクルは重要であろう。 

 地方銀行において人的資本経営での先進的な取組み事例が増え、その開示が進むにつれ

て、信用金庫においても、新卒・中途採用の観点から、今後、人的資本経営の実践は、事

業運営上、欠かせない要素となってくるだろう4。目指すべき将来の経営の姿からバックキ

ャストして自金庫にとって「必要な人財」を明確に定義し、その人財の育成に向けて、リ

スキリングと人事評価（昇進・昇格・昇給等）を紐付けする等の工夫をしながら、今後の

事業成長を目指していくことが求められているのではないだろうか。     以 上 

                         
4 詳細は、産業企業情報 No.2023-７（2023 年７月 19 日発行）および産業企業情報 No.2023-10（2023 年８月 22 日
発行）を参照（https://www.scbri.jp/reports/industry/20230719-vuca3.html、https://www.scbri.jp/reports/industry 
/20230822-vuca4.html） 
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本レポートは発表時点における情報提供を目的としており、文章中の意見に関する部分は執筆者個人の見解となり

ます。したがいまして、投資・施策実施等についてはご自身の判断でお願いします。また、レポート掲載資料は信

頼できると考える各種データに基づき作成していますが、当研究所が正確性および完全性を保証するものではあり

ません。なお、記述されている予測または執筆者の見解は予告なしに変更することがありますのでご注意ください。 


